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はじめに

発展途上国を対象とした政策の総合性（policy

coherence）を検討するのが本稿のねらいである。

政策の総合性とは，開発研究で、比較的最近使わ

れはじめた用語で，先進国が用いるさまざまな

開発支援の政策用具の首尾一貫性を，政策意

閃および効果の双方からみようとするものであ

るけlI ）。後述するが，これまで国内政策とされ

て対外政策評価の対象とはされなかった政策用

具についても，経済開発に何らかの影響がある

場合には，政策の総合性に含めて考える必要が

ある。議論の対象としては日本の事例を用いる。
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まずI；平価の尺度について暫定的なアプローチ

を不しておこう。開発政策の総合性には，個別

政策の本来の目的を果たしているかに加えて，

一応3つのレベルがあるとみられる。ただし境

界線は必ずしもはっきりしていない。第1に，

先進国の経済政策に開発の阻害につながる要素

がないか，あるいはそれを取り除いているかと

いう視点がある。これは，「開発中立的」とか

「開発に非友好的でなし＼」と表現できょう。こ

の特質のある政策は「消極的政策総合性」の条

件をみたしている。第2に，開発をより直接的

に促進しようとする政策用具がある。政府開発

援助（ODA）や貿易特恵など発展途上国を直接の

対象とした政策で，「積極的政策イニシアティ

ヴ」と呼べよう。直接に発展途上国を対象とし

ていなくても，囲内需要の拡大が貿易機会の増

進につながり開発を促進する効果があることな

どもこれに含められてよし'o第3に，積極的で
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あれ消極的であれ，個別政策問の相互作用から

発する合成効果があり，これはプラスとマイナ

スの双方の効果があるもので「政策総合性」の

中核をなすものであろう。

開発過程を阻害しないことと，それに積断的

に貢献することとの問にはかなりの差がある。

個別政策については，まずこの観点からの評価

が可能で、あるわしかし多数の政策前置の合成効

果の評価は当然ながらより困難になるの積極的

政策イニシアティヴがそれ向体ではうまくいっ

ても，他の政策が逆方向に動いたり司または連

動しないために，無効化されることがありうる

のである。 ODAを用いて輸出能力をl高めても，

輸入拡大がともなわないなどの例があげられるの

--fj, f伺別政策はえてして複数の効果を持つ。

この場台にも評価は符易でない。内由貿易地域

や関税同盟の結成は司貿易転換効果のため，第

一主国にとっての短期の効果はマイナスとなろう

が司中長期的には成長効果がこうした悪影響を

上同るかもしれない。また発展途上国のあるグ

ループにはプラスである政策措置が，他の諸国

には差別的であるかもしれないわ政策評価を明

確に下すこと自体が閑難なのである。

しかしこの問題は重要であるので，部分的に

でも接近する必要がある。本稿では，日本の主

要な対外経済政策の開発促進効果の評価を試み

るつ日本の事例を用いることには有利な点と不

利な点ヵ、あるρ 日本は地域貿易協定に参加して

1,，ないので（APECは口市貿易地域ではないし‘

いまのところそれを日指そうとするd包しはなしけ，

差別的貿易政策を検討する必要はないο この点

では評価しやすい。ただし東・東南アジア諸国

に大きく傾斜しているのは事実である。しかし

政策決定の透明性が低く，また政府介入の程度

発展途I[Elに対する総{t経済政策の可能↑

も大きいため，評価が難しい面がある。

本論の前に．日本の経済政策をとりまく国際

環境にふれておく必要がある。国内政策と対外

政策との境界線は世界的に不明瞭になってきて

いる。伝統的には純粋囲内政策の分野とされて

いたものでも，対外的な事情に依存したり，ま

た少なくとも諸外国への影響を考慮しなければ

ならなくなったケースは数多L、。「経済的相互依

存性」が世界の日常語となり，経済政策の国際

的調整が必要であるとの認識が強くなっている。

経済政策の伝統的目標は，成長，物価の安定，

完全雇用，国際収支の均衡である。現在では，

環境保全を追加すべきかもしれない。これらの

目標を追求するうえで，各国政府は第一義的に

は自国民の福祉に責任を持つO そのため経済的

悶難にあたっては，囲内に不利な効果をできる

だけ抑えようとする。古典的な例が，貿易障壁

と為替切下げをともなう産業保護で，その破滅

的な欠陥が1930年代の大不況時にはっきりとボ

された。

戦後， GATT（現在では WTO）および IMF

が，こうした「近隣窮乏化」政策を防止するた

めに作られたことはよく知られている。 1961年

には，先進国間でより広範囲にわたる経済政策

での協力をねらって OECDが発足した。日本は

この3機関すべてに加盟している。 1964年は，

日本が国際政策協力に積極的に参加し始めた年

で，OECD力[I盟， GATTll条固化およびIMF

8条固化を実現した。

こうした場での国際政策協力は，自由貿易と

資本の白由な移動の促進を通じて併界大での成

長目標にも寄与しているのそのなかで，国際協

力は個別国の政策目標の追求とも合致するとの

認識および信頼が醸成されてきた。今日では快
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界大の成長モメンタムを共同の政策イニシアテ

イヴで維持発展させることをねらった協力形態

が数多い。

発展途上国はこうした過程から排除されてい

たわけではないが，これまでのところ積極的に

参加した国は少ないわたとえばGATT/WTO

制度では，発展途上国に数量制限を認めてきた。

また発展途上国には，みずから自由化に踏み込

むことなし他の加盟国間で実現した貿易向由

化の利益を享受できるという事実上の「只乗り」

が許容されてきた。 IMFでも発展途上国には

外国為替管理自由化義務を免除している。

こうした「て重方式」は，発展途上国の一部

が「輸出先導型成長」を達成するのに寄与した。

新興工業国（NIEs）で、の輸出急拡大をテコとした

高度成長は、世界大での自由貿易体制と無関係

ではありえないc 興味深いことに，高実績をあ

げた発展途上国の多くがやがて向国の貿易体制

の一方的自由化を始めている。その結果，これ

ら諸国は国際政策協力にもより積極的に参加し

始め，近い将来の「卒業」の可能性が高ししす

なわち現存の世界大での自由貿易体制は，みず

からの基盤拡大と強化を実現したのであるり

貿易分野での「二重方式」による国際協力は，

さらに広く拡張できそうである。 OECDやG7

での協力の大前提は，他の経済を害することな

く参加各国の成長を促進することにあり，これ

が開発に不利をもたらすとは考えにくい。消極

的な意味でではあるが，現在の国際協力制度の

もとで発展途上国の開発が促進されたとみてよ

いであろう 3

ロッパやアメリカでは失業が大問題となって，

OECD加盟国問で払発展途上国との問でも緊

張関係を生みだしている。また積極的な開発促

進の点では，現体制が十分であるとはいえなt'0 

本稿では，以下の3節で日本の経済政策のう

ち開発支援の総合’性に関連が強い貿易政策，産

業調整，政府開発援助の3領域を論じる。他の

政策分野との関係も，それぞれの節で簡単に取

り扱う。ここでの評価の尺度は， 上記した第l

レベル，第2レベルによる。しかし最後に発展

途上国に対する第3レベルでの総合経済政策の

可能性，もしくはその条件にふれてまとめとす

る。

（注l) “policy coherence，，という用語を初めて使

ったのは、 OECD、Develoが削減 Cooperatio杭： Effoγts

and Policies of the Members of the Development As-

sistrmce Com押iittee(Paris, 1992）であろうc 外務省で

は，これを「政策の一貫性」と訳している。しかしこの

概念には，複数政策聞の調整の必要性だけでなく，かつ

ては発展途上国の所得の上昇だけであった媛助日的と経

済開発の内界が多様化し，民主主義，住民参加，環境，

移民など数多くの課題に寄与することを求められるよう

になり， ODA政策の基本前提が崩れてきたことをも含

んでいる。したがって本稿ではより広し＇ r政策の総合性」

とL寸 ，＇i葉を用いることとした。ただし本稿の内界は，

政策の一貫性により近い議論であるのクルーガーは，よ

く似た立場からアメリカの対発展途上国経済政策を分析

している（Anne0. K1τueger, Eco叫omicPolicies at 

Cross Puγpos回 TheUnited States and Developi百E

Countn·e.~ (Washington D. C・TheBrookings Insti-
tution, 1993〕）。

I 貿易政策

だからといって現行の国際経済協力体制は万 貿易は各国経済が相互に影響を与えあうチャ

全というにはほど遠い。経済政策目標聞のトレ ンネルのなかでも最重要なものの1つである。

ードオフが解決されたわけではなし現にヨー 開発促進の面で払発展途上国の輸出先導型成
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長には市場アクセスが，すなわち主要市場であ

る先進国の貿易政策が大きく影響する。

日本の貿易政策は， GATT/WTOの無差別‘

最恵国待遇（MFN）原則を基本としている。地域

特恵貿易協定には参加していない。主要貿易国

で地域特恵に参加していないのは実は数カ国し

かない(iUIC 日本はまた，数量制限をしないと

のGATT原則についても狭い，法文上の意味

では遵守している。 1964年以来，輸入自由化は

着実に進行したc 工業品には数量制限はすでに

存在せず，平均関税率もアメリカや EUと同程

度ないしは低い。ウルグアイラウンドの結果，

農産品の自由化も進んで、いる。関税エスカレー

ションが残存するなど問題もあるが，輸出自主

規制（VER）の品目数はごく限られている。多国

間繊維取極め（MFA）に参加はしているが，輸入

国側でないことは重要である。

貿易政策は「表玄関」のような存在で，他の

多くの政策領域と深く関連している。そのため

に貿易政策は政策の総合性の議論の 1つの中心

をなしているc この点に関して，日本では農業

と流通の2部門がとくに論議の的となっている。

次に発展途上国を直接の対象としている特恵関

税じ事実上対発展途上国政策の分野である繊

維貿易を検討する。さらに日本の貿易政策の開

発促進効果の評価を試みる。

開発への影響をみる前に，貿易政策全体の現

況を概観しておこう。まだ問題が残ってはし、る

ものの，日本の貿易政策は，国境措置の点では

先進国のなかでももっとも開放的な部類に入る。

とくに1980年代には貿易黒字を縮小し，貿易摩

擦を緩和するために，輸入障壁の撤廃・低減が

「ノ、ードコア」分野におよんだ。いまや最大の

政策目標は輸入促進である。

発展途上国に対する総合経済政策のnJ能性

1980年代以来数次にわたって実施された自由

化措置は，場当たり的で細切れにみえるが，全

体の規模は小さくなし •o これには市場アクセス

の改善や輸入手続色認証，工業規格などの見

直しも含まれている。積極的な輸入促進措置さ

えとられ，輸入拡大の一定割合を法人税課税対

象から控除する制度まで実施された。

1. 農業

農産品は保護の程度が大きい分野で，その理

由は「食糧安全保障」および都市農村聞の所得

の均衡とされてきた。日本の食糧自給率は現在

40ぶ以下であるが，農業は依然として国際政策

協力と国内政策目標との対立が深刻な分野であ

る。

具体的には，米をはじめとする主要農産品の

価格支持が代表的なもので，これらの産品は当

然輸入を厳しく制限されている。そのため直接

的に外国農家の日本市場への参入機会が制約さ

れるだけでなく，世界市場での価格抑制にもつ

ながる。発展途上国への悪影響も大き l•o ただ

し日本では補助金付きの農産品輸出は実施して

いない。ウルグアイラウンドの結果，米のミニ

マム・アクセスが合意されるなど，日本の農業

政策に変化が生じ，食管制度も廃止の方向が決

まっているが，価格支持の大方針は維持されて

いる。

価格支持政策は，国内事情からみても疑問が

大きい。この政策自体が，相対的に非効率的な，

小規模で大部分は兼業である農家を温存し，そ

の結果農業の生産性向上を阻害しているとの批

判もある。しかし，主として政治的な理由によ

って，改革は緩慢であった。農村部は旧選挙制

度のもとで一票の価値が高かった。選挙制度の

改革によって，票の価値の平準化が進んだが，
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新制度での選挙はまだ実施されていなt'o農業

協同組合の政治力も大きい。生産者側に比して，

消費者側は組織化の程度が低く，また残留農薬

問題などの理由で食糧輸入に反対するグループ

がかなりあるc 改革を求める最大の要閃は海外

からの圧力でー 1980年代にはアメリカをはじめ

とする農産物輸出国からの要求が強くなって，

その一部が実現した。牛肉や柑橘類の自由化な

どである。 ri由化された農産物が，しばしば水

回転作計画で堤励された作物であったのは不幸

なことであった。低利融資が転作奨励措置とし

て用いられたが，自由化時にその投資が債務と

して残るケースがかなりあったようである。上

記の米輸入ω容認についても，外国圧力による
との理解が一般的であるといえよう。

しかし正面からの自由化の他に，いわば裏口

からの自由化も進行していたc 食品の内外価格

差がきわめて大きくなり，食品加工業者がマイ

ナスの実効保護に直面した結果，加工農産原料

の輸入が急速に拡大した。せんべ1,,，，あられの

半製品輸入がもっとも早い事例であるわ米に砂

糖などの添加物をまぜただけのものも原料とし

て輸入され， 1980年代末には5万人に達してい

た。これだけで国内消費の0.5ぶである。ピラフ

などの調理済食品の輸入も始められ， 1992年に

は日本洞や冷凍すしが試験輸入されている。こ

うした事例からみると，保護体制下でも市場諸

力が発現されているようである。

2. 流通

日本の流通制度は，しばしば輸入障壁となっ

ていると指摘されているつたしかに人口当りの

小売り店の数が多いこと，卸売／小売販売額比

奈（W/R比）が向く，多段階であることなどは

日本の流通部門の特徴になっている。しかし相

6 

対生産性，マークアップ率，在庫率などの指標

でみた効率性では，日本の流通部門と他の先進

国との差は大きくない。

内外価格差もまた日本の流通業の非効率性の

証拠であるとよく指摘されている。しかしこの

点でも簡単には結論を出せない。たとえばクラ

イン（WilliamR. Cline）は，内外価格に統計的

に有意な差異がみられないとして，日本の流通

業が全般的に非効率であるとの仮説を棄却して

いる（汁山。ただし同論文でも，日本で売られる

外国製品（輸入品）と食品については大きな内

外価格差があるとしている。

輸入品の高価格は，流通業に何らかの問題が

あることを示している。急速な円高後，消費者

が輸入価格低下の恩恵を受けていないとの不満

が大きくなった。流通部門はその最大の標的と

なっている。とくに総代理店制度と大規模小売

店舗法（大店法）には問題が大きいようである。

クラインの調査にある日本の輸入品の多くが

実はブランド商品であり，半独占的な輸入総代

理店制度下にあった。円高時に多くの代理店で

は「ブランド・イメージ」を保つとの理由で価

格を改定しなかった。その結果利潤幅は上昇し

たが，販売額と，より重要なことには輸入額と

はあまり変化しなかった。しかしここでも市場

諸力が結局は優越した。第三国からの総代理店

以外によるこれらブランド商品の輸入（平行輸

入）が急増したのである。総代理店のなかには，

小売店に圧力をかけたり，「不正規」輸入品へ

のアフターサービスを杭否したりして，平行輸

入のせきとめをはかったものもある。しかし公

正取引委員会は，こうした動きが不法との判断

を下しているlii':l）。その後ウイスキーなどを中

心にブランド商品には大幅な値崩れを起こした



ケースが多いc

発展途上国に対しては，大店法の影響のほう

が大きいであろう。大店法では，一定面積以上

の大規模小売店（デパートおよびスーパーマーケ

ット）の新設，拡張，営業時間などを規制し，

中小小売店を突然かつ「過当なd 競争から保護

して，新しし、より競争的なビジネス環境への

適応を助けることを目的としている。スーパー

マーケットや（必ずしも大店法の対象ではないが）

チェーンストアは．直接輸入や開発輸入などに

よる消費財輸入に積極的であり，発展途上国か

らの輸入も大きいため，この規制は経済開発へ

の影響が大きいっまた大店法は，輸入性向がさ

らに高いとみられる外国所有の小売店の新規参

入をも実質的に規制している。

大店法に関する問題の Iつとして，地方レベ

ルで、の実施方式がさらに厳しいことがあげられ

ていた。大店法では，店舗新設に要する期間は

最初ω公示から l年としているc しかし地方自

治体レベルで，公示には現地商店会などからの

合意を取り付ける条件を付加しているケースが

多かった。この追加措置は参入を阻止するきわ

めて有効な障壁となり，店舗新設にははるかに

長期を要するのが通常であった。

1990年4月の日米構造協議（SIi）では，大店法

が重要課題の 1つとしてとりあげられ，そこで

の合意によって大幅に規制が緩和された。とく

に公示に先立つ公聴期間を半年以内としたこと

は重要で、ある。また地方自治体には，付加条件

を廃して，規制を大店法そのものと同水準にお

さえる要請が行なわれた。政府はさらに規制を

緩和する方針をも発表している。こうした一連

の措置の結果，現地商店会などによる足止め活

動の道はほぼ閉ざされた。

発展途上国に対する総合経済政策の可能作

「系列」や長期にわたる企業聞の取引関係は，

よりデリケートなケースである。たとえば部品

業者と最終組立業者との問で，長期にわたり緊

密な取引関係が成立しており，場合によっては

排他的関係に近くなって，参入障壁化している

ことさえある。しかしこうした取引形態は，動

態的効率追求の結果生じたものであることが多

い。自動車産業の「リーンプロダクション」方

式では，部品の数量や仕様が弾力的である必要

があり，長期にわたる取引関係が前提とされて

いる。参入障壁であるか，正常なビジネス関係

であるかの判断は立場によって異なるが，この

点は貿易交渉て、も再三とりあげられ， 1995年6

Jiの日米自動車交渉でも部品輸入が最大の論点

となったのは記憶に新しい。

卸売業と小売業との聞にもこれに似た関係が

ある。株式保有をともなうことはまれであるが，

卸売業者が小売業者に商品の形て守信用供与する

のは通常であり，また返品を認める慣行もある。

その結果当然コスト増にはなるが，小売業者の

リスク軽減，品揃えの拡大という利点もある。

商品の選択幅が広がることは，消費者にとって

もメリットである川4）。すなわち現行システム

には，「（参入）機会均等」を犠牲にしながらも，

「牛ー産効率」と「商品選択の自由」との一定の

バランスが存在している。この3者聞のバラン

スを新たに作り上げるためには，大幅な流通業

の構造転換が必要となろう。

3. 一般特恵関税

通常，貿易政策には開発の促進という要素は

なL、。日本の貿易政策では， 1971年に開始され

た一般特恵関税（GSP）だけがその例外である。

日本の制度はかなり複雑なものになっているc

基本的には数量枠をともなう無税輸入制度だが，
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農水産品ではポジティヴ・リスト方式をとって

いるのに対し，鉱工業品ではネガティヴ・リス

ト方式で，労働集約財を中心に例外品目がある。

また関税の50~＇λだけを免除する選択品目（SP）が

あり司やはり労働集約財が中心である。輸入数

量枠決定方式には4方式，管理方式には3方式

があり，厳しさが異なっている。

GSP制度発足の当初から，多くの発展途上国

に利益をもたらす目的で， 2分の 1（後に 3分

のしさらに4分の 1）条項が設けられー伺別受

益国への輸入枠供与を規制している。確かに日

本の GSP制度では，受益国が韓国ー台湾，中固

などの数カ国に限られる傾向が強い。 1980年か

らの後発発展途上国特別特恵（LLDC特恵）の

導入も受益田拡大を目的としたもので，原則無

関税となっている。さらに特定国からの特定品

目輸入について GSP供与を中止できる適用除

外措置（「部分卒業けが1981年に，また鉱工業

品のエスケープクローズが87年に導入された。

上言己3カ国からの競争圧力への産業界の懸念を

反映したものといえようが，まだ現実に発動さ

れたことはないc MFN関税には影響しないの

で，これらの措置を保護主義的であるとするこ

とは厳密には正しくないが，その意同は明らか

に保護主義的である。

GSPは制度が被雑に過ぎるため司実効には疑

Lゆtもたれている。日本関税協会の推日十では，

1983年の GSP対象鉱工業品輸入の内，現実に

適用されたのは54おにすぎない（ii：，）。適用率が

低いのは，制度が複雑なので無関税輸入ができ

るかどうかが不確実なためや保護主義的なセー

フガードが作用した結果でありうるc

日本の GSP制度はジレンマに直面している

ようであるす工業化の初期段階にある発展途上

8 

国を支援するとの当初の目的からすれば，少数

岡による利益の独占を防止する必要がある。し

かし，この状況に対処するために「品目別」ア

ブローチをとれば，システム全体が複雑化する

ことが避けられないのである。

1つの解決方法は，「卒業条項J を明確化し

たうえで，輸入枠を撤廃し，制度全体を簡素化

することであろう。これまでのところ日本政府

は，貿易黒字が大きいことから，アメリカや EU

に追随してアジア NIEsへの GSP供与を停止

することには消極的である。しかし「部分卒業」

を品目別アプローチから切り離すことも可能で

ある。突然で、全面的な卒業のショックを軽減す

るため，「中進国」への GSP供与を全品目にわ

たり 50~＼，にとどめる方式も考えられる。こうし

た方式をとっても，受益国の定義は厳密にしな

ければならないし，適切な原産地証明制度も必

要となる。それでも透明性が高くなり，効率も

あがると期待できょう。

4. 繊維・衣服

繊維・衣服の貿易政策は，事実上対発展途上

国政策であり，開発へのインプリケーションが

大きいの発展途上国からの競争圧力は先進国で

の産業保護要求につながっているが，その根拠

とされたのが，繊維産業の労働力が先進国でも

比較的大きいことであった。管理貿易の程度は

徐々に強まり，終局的には多角的繊維取極め

(MFA）がうまれている。ウルグアイラウンドの

結果， 10年後の MFA廃止が決まり，管理貿易

の趨勢はようやくせきとめられた。

日本の MFAでの立場は特異なものである。

1950年代から60年代にかけては日本は競争力が

もっとも強p輸出国で、あった。繊維貿易の管理

化は1961年の綿製品短期協定から始まったが，



その標的は日本であった。その後現在の MFA

にいたるまで，日本は繊維協定に輸出国として

参加している。しかしその期間中に日本の競争

力は急速に低下し司純輸入国の地位が確定して

' hる。したがって管理貿易の被害国であるとの

色彩は薄くなっているう

競争力の低下にともない，日本でも産業保護

を求める声が大きくなっているつ 1983年には

MFAの規定を用いて輸入を規制せよとの要求

が初めて行なわれ，通産省も市場撹乱的な輸入

急増がと「ーじた場合にはこれを発動すると約束し

た。これまでのところ貿易黒字が円額にのぼり

輸入促進の必要があるとの珂由でMFAの発動

にはいたっていないが， f呆謹主義ffjJはその後

も 1~ くなっているい

全面的な輸入制限は避けられてはLhるも （））（｝），

伺別品Hでの輸入規制はすでにいくつか導入

されている。最初（）） ものは1972年に始まった韓

[Ji! .中国産の絹糸・絹織物への数量制限て、あっ

た。もっともそのねらいは生糸生産の保護であ

ったο1980年代には保護要求の事例が多くなっ

た0 198：~年には韓国産綿糸に対し反ダンピング

提訴が，またパキスタン序綿糸には輸出補助金

への相殺関税提I訴がff なわれた。その結果，韓

国紡糸業組合による輸出向主規制とノfキスタン

政府の輸出補助金の廃止につながっている。ま

た中国陪綿織物輸入に対しては，織布業組合が

警告を繰り返している。

19刈年代後半には，韓国産セーターの輸入急

増によってニット製品輸入が焦点となったわ急

速な円而が引き金になって1986～附年（）） 3年間

の輸人成長率は各年50ぷを卜F1JるB記録的なもの

となり，輸入浸透度は69ιに達した。そωため

19附年10)Jに二、ソト業界が韓［Ejを対象としたM

党展途 1:1ト］に付する総（＇，経済政策ω可能n

ダンピング提訴に踏み切仏政府間交渉を経て，

翌年4月に韓国側で輸出自主規制（VER）を，ま

た7JJにはチェックプライス制を開始した。韓

国からの輸入が鎮静化したので，その後ニット

業組合は中国からの輸入増に監視対象を変更し

ている。

こうした事例はあるものの，日本は輸入規制

を最小限にとどめ，基本的には開放的な繊維輸

入体制を維持したといってよL'o GSP制度でも，

例外品目はあるが．繊維製品がカバーされてい

ることは特筆できる。現に日本U)GSP輸入の

40~＇；；は繊維製品である。しかし輸入拡大に対す

る国内生産者の危慎と抵抗も強くなっており，

輸入規制や提訴の増大につながっている。牛．産

者の要求は， MFAが国際的に「承認」されて

しミるなかで，なぜ日本が輸入国側でそれに参加

するのを遠慮する必要があるのか，という疑問

に集約される。ウルグアイラウンドの MFA交

渉にあたっても日本の立場はデリケートで，一

方で MFAの縮小と廃止を主張しながらも，輸

入規制を強化しないというスタンドステイルの

要求には抵抗せざるをえないという矛盾した主

張を行なうこととなった。

5. 貿易政策のスタンス

H本の貿易政策では，発展途上国に対する配

慮は相対的に小さし主要関心はアメリカを中

心とした先進国との貿易紛争の緩和である。 10

年以上にわたる日本の大幅な貿易黒字とアメリ

カの「双子の赤字」とがその重要な背景であり，

アメリカの対日赤字が大きいことでさらに紛争

が深刻になっている。日本政府のスタンスは，

貿易紛争を繰り返すたびに，三国間措置と多国

間措置との問で揺れ動いている。 1980年代には

多くの産業分野で輸出自主規制に同意するなど，

9 



二国間措置を容易に受け入れる傾向が強かった。

輸出自主規制は，直接的には市場参入機会を減

らし，間接的には「しのびよる管理貿易」を零

認して，発展途上国も含めた第三国輸出に悪影

響を及ぼすので，避けることが望ましし、幸い

なことに，自動車や鉄鋼などの重要な例外はあ

るものの，日本の対策は，曲折を経た後に，多

国間の MFN原則に即した輸入自由化促進およ

び市場アクセス改善措置に落ち着く事例が多か

った山品｝。 1985年からの急速な円高によって句

工業品を中心に輸入が急増したが，それには会

連の自由化措置の貢献もあったはずである。

しかし自由化・市場アクセス前置が全体とし

て十分であったかどうかについては判断が難し

し、とくに円高期に輸入浸透度（依存度）の変

化が小さかったことの評価がデリケートである。

名目輸入／GDP比率は， 1985年の9.8むから88

年の6.3：λへとかえって低下した。このこと自

体はJカーブ効果と原油価格の低下によるもの

だが，その後のI：昇も緩慢で、あった。 1990年に

輸入浸透度は 10.1ιlに上昇したが（原油価格が

湾岸危機の影響でやや上昇したこともある）, 91年

には「ノ｛フソレ経済」の崩壊のなかで再び8.5ぶ

に低下したごその後の変化も小さかった0 1995 

年の円高でも輸入増が報じられてはいるが，最

終的な効果をみるにはまだ時期が早い。

交易条件が大きく好転したにもかかわらず輸

入比率が上がらないのは，直接的には輸入ω価

格弾性値が低いからといえるし，輸入商品構成

が偏っているとのインプリケーションに通じる

かもしれない。このことが隠された保護のせい

でないとすれば，広い意味での輸入制度に何ら

かの硬直性があるためとみられるのであるのし

たがって国境措置である残存輸入制限のすべ

IO 

てが撤廃されたとしても（もちろんそれ自体望ま

しいことではあるが），あまり大きな輸入拡大に

つながりそうもなし＞o したがって通常の貿易政

策をこえた，構造調整を含む措置が必要となろ

つつ

発展途上国に対する日本の貿易政策のスタン

スについても，詳細にみればやや異なる側面は

あるものの，全体としては同様なことがいえる。

日本の政策に輸入を規制する要素は少ないが，

促進する要素もあまりない。悪を避けるだけで

は，貿易紛争の緩和や開発促進には十分ではな

いようである。より積極的に輸入を促進する措

置が必要となろうし，そのような措置は狭義の

貿易政策の範囲からはみだしたものとなる。国

内産業調整政策がその中心を市めよう。

(i主1l Ii本以外では，主要貿易国・地域で臼由貿易

地減・関税同盟協定に参加していないのは韓国と台湾だ

けである U

(ii, 2) William R. Cline，“Japan’s Trade Poli-

cies”（paper presented at the Symposium on“To-

ward Kew Rules for World Trade，＇’ May 31 and 

June 1. organized by the Research Institute of 

International ’frade and Industry, Ministry of Inter 

national Trade and Industry. Tokyo, 19似））

(iドヨ） 1989年10月におこったアップルコンビュータ

ージャパンの事例では， (I）外国生産者が「直接」輸入者

に販売することを妨げるニと，（2)tj、売・卸売業者にi直接

(.,II'会公式）輸入品を扱わないよう要請すること，（3）卸売

業r,に丙接輸入品を取り扱う小売店と取引を停止するよ
う要請すること，（4）直接輸入品を偽造品あるいは非標準

品とよぶこと，（5）直接輸入品を全量買い上げること， 16) 

f正式」ルートで輸入されていない製品への修用サービ

スを桁汚すること，を不公正取，JI慣行と指摘した。

日 1) 三輪芳郎『11本の取引慣ft』有斐閣 1仰I年。
l/t5) Ii本貿易会貿易研究会『一般特恵関税制度の

終済効架J 11本関税協会 1985年。

Ci主6) 牛肉輸入制度の変遷は子示唆的である。アメリ



カとの牛肉交渉の結果，アメリカを優遇する輸入割当制

度が発足して，他ω輸出［ιlを来月IJしたが， 1991年の輸人

1'1!11化によって制度全体が多角的枠制1みに復帰した｝

II 産業調整と外国直接投資

輸入促進には，産業構造の転換あるいは調整

がともなわなければならないυ 資本および労｛動

が｛氏午産性部門から荷牛宇産性音fl門に円滑に移転

しなければ，輸入余地を新たに作りだすことは

困難で、あるc 同時に総体的な生産性の向上は経

済成長の噴要な源泉であるし．そω逆も成立す

る。すなわち産業調整，輸入促進，経済成長の

3政策目標は相互促進的な関係にある。

しかし産業の「積師会的調整政策」が実際にど

のような内存を含むωかは必ずしも明らかにな
っていない。概念的には衰退産業の調整援助が

その代表例といえようが，それがどの程度実効

性を持っかは実施m.去に依存する。
積極的産業調整政策を評価するうえでの最大

の岡難は，産業構造転換の主体が私企業である

ことから牛ーじている。衰退産業の調整援助は，

私企業ω利益に直接影響するタイプのものが多
いか＼それがかえって転換を遅らせることが十

分ありうる。やや術論すれば‘最善0）産業転換

政策は，競争条件に留意しつつ健全なマクロ経

済環境を維持することであるとさえいえる。企

業はそω環境のなかでみずから構造転換社画を

実施すればよしもしこれに失敗した場合には

倒産・消滅するということになる。

日本ω政策スタンスも基本的には！：記に近L>u 

ただし衰退産業や構造不況産業の労働者や中小

企業へω「安全ネット」の提供が噴要になって

いるヴこの荊置が産業構造転換を円滑化したか，

プ't)~j主 io!EJ に対する総 (r終済政策U)nf能作

それとも競争力のない産業の保護に終わったの

かが，政策評価のポイントとなろう。この節で

は，まず最近の日本の産業調整政策を概観し，

引き続いて私企業肉体の構造転換努力について

もふれることにする。

1 産業調整政策

1970年代， 80年代には日本の産業構造変化が

比較的順調に進んだ。生産（付加価値），雇用の

全体に市めるシェア変化のパーセンテージポイ

ントを国際産業分類3桁レベルで積み上げた数

値は産業構造変化の大ざっぱな指標として用い

られるが， H本の製造業の実績はアメリカより

やや高く， EU全体 (12カ国）の2倍であった。

この時期には日本産業に構造変化をせまる要因

が次々に生じている。 1970年代初めには市場開

放の動きが決定的になり，それが最初の円高と

重なっている。 1973年の第1次オイルショック

では，交易条件が大きく悪化した。その調整が

ほぼ片づいた1977～78年には再び円が大幅に切

り｜；がり，その翌年には第2i欠オイルショック

が起こっている。すなわち産業調整の次のラウ

ンドが必要になった。

1980年代前半は産業にとっては相対的に静か

な時期であったが，大きな貿易黒字が問題であ

ることが徐々に明らかになっている。前川報告

はすでにこω時期に，貿易黒字の縮小と貿易紛

争ω緩和には，マクロ経済政策，貿易・産業政

策を包含した構造政策によって国内市場指向型

成長を日指す必要があることを指摘した (ii1 ）。

プラサ、合意後の急速な円高は，この答申を部分

的には実現し，輸入を急増させたが，このこと

内体が産業構造転換の必要性をさらに高めてい

る。

この20年の期間に，産業聞の利潤獲得能力の

II 



格差が拡大している。繊維などの労働集約産業

が最初に「構造不況」業種と認識されーオイル

ショックを契機としてエネルギーおよび粗原料

集約産業が続いた。こうした産業が地理的に集

中している場合には（北陸の繊維や室蘭，釜石の

製鉄など）， f~況がさらに政治問題化することに

もなった。

繊維産業では， 1960年代末に過剰設備の休

止・廃棄を目的とした特別措置が実施されてい

る。当時繊維産業は輸入圧力を感じ始める段階

にあり，さらに日米繊維交渉で合意された輸出

向主規制によっても損害をこうむると予測され

ていた。その損脅を補填するため，政府は一部

の設備の休止・廃棄に補助金をうえたのであるc

1970年代末には多数の産業で、同様の情l賓が必要

とされたことを受けて， 78年には5年間の臨時

措置法がパヅケージで成立した。特定不況産業

安定臨時措置法（特安法），特定不況業種離職者

臨時措置法（特離法・業種），特定不況地域離職

者臨時措置法（特離法・地域），特定不況地域中

小企業対策臨時措置法（企業城下町法）の4つで

あり，企業，労働者，地域をそれぞれ対象とす

る。臨時措置の中心は，不況カルテルを認めて，

過剰生産設備の廃棄を奨励することにあった、

構造不況業種にはアルミ精錬，合成繊維，化学

肥料，造船など14産業が認定された。また雇用

転換を目的として，雇用者に工場閉鎖手当（退

職手当に充当する），休業手弁，再訓練手当の一£

部を供与する措置もとられたο

この4法が失効すると，再び5年を期限とし

て，類似した内符の 3臨時措置法が成立してい

る（産構法など3法）。新しいパッケージには，

企業台併や提携の奨励，新活動分野への展開に

必要な研究開発投資の促進も盛られていたハ指

I2 

定業種も多少入れ換えられている。さらに5年

後に同じ事態がまた生じ， 1996年までの臨時措

置を決めた 3法（円滑化法など）が制定されて

いる。

これらの臨時措置がどの程度「積極的産業調

整」を促進したかの評価は分かれている。産業

によっては，現実の構造転換が政策措置の想定

をはるかにこえている。たとえばアルミ精錬で

は国内の生産能力が実質的にゼロにまで減少し

たが，政策の効果というよりは．私企業の経済

計算の結果である。アルミ精錬所の多くが，主

要企業グループの一部であったことも転換を早

めた lつの要因であろう。石油化学産業（とく

にエチレン牛今産）でも，同じことがし.える。その

他の産業では， 5年ごとに「臨時」の「特別」

立法が繰り返されること自体，構造不況業種

「買収」は，まったくの失敗ではなかったまで

も実効が小さかったことを示しているようであ

るわ

雇用支援の効果にも疑問の余地が大きい。臨

時措置の目的は，不況産業・地域から成長産

業・地域への労働力の転換を支援することにあ

った。しかし現実には，雇用者が労働者を解雇

することなく不況期を乗りこえるクッション役

を果たした公算が大きい。大規模な失業の防止

はそれ自体望ましい政策目的であるし，とくに

日本の長期（終身）雇用慣行のもとではそうで

ある。しかしクッションの役割は，企業内での

労働再配置や生産の合理化・多様化をともなわ

ない限り，転換目的にはそぐわない。

結論的には，こうした措置について，政策の

総合性の観点からあげられる最大のメリットは，

輸入制限の回避に寄与したことであろう。構造

不況業種は，当然のことながらもっとも熱心に



産業保護を求める産業であるの特別措置によっ

てこれらの産業の損失の一部を補償したことが‘

日本政府が基本的に自由貿易政策を維持する‘

助になった可能性は大きいc

2. 調整圧力への企業の反応

産業構造転換を実施した主体は私企業であり，

新しい経済環境に対応するための努力は生産過

程の「合理化」， 上級品への移行と新分野への

参入の双方を含めた「製品多様化」，そして「国

際化！の3つが主要なものである。

日本では，合煙化にかなり多くの内容が含ま

れているが，どの場合にもコスト削減と生麿性

改善とが中核となっている。 1970年代から80年

代前半にかけて，労働や投入財ーとくにエネル

ギーの節約がその焦点となっていたが， 86年頃

から交易条件の変化に対応して部品調達ネット

ワークを外国にまで広げるという要素がででき

ているc

エネルギ一節約努力は成功した。 10年という

比較的短期間に，日本の実質エネルギー集約度

は半減し，単位生産主iりのエネルギー消費量は

先進国中で最低となった。また資本による労働

の代替も全産業で熱心に進められたが，とくに

機械産業でめだっていた。その結果，工業用ロ

ボットの保有台数では日本がtit界最大となって

いる。工業用ロボ、ソトは，精密度の向上とそれ

による製品高度化にも寄与し，ひいてはフレク

シブル・プロダクションをも進めたことを付け

加える必要があるコすなわち合理化は製品多様

化と平行して進められるケースが多かったので

ある。

1980年代後半から盛んに行なわれている国際

部品調達ネットワーク設立の動きは，明らかに

円高対策である。この分野でも機械産業がめだ

発展途｜同に対する総合終済政策の可能性

っている。機械産業の特徴として大規模組立産

業と小規模部品産業の並存がよくあげられるc

部品産業のうち，労働集約的分野では円の2倍

の切り l：げに対応できないケースが多数現れ，

電気機械や自動車を中心として部品の大規模な

国際調達が急増した。「アウトソーシング」に

は，部品メーカー自体が東・東南アジアの賃金

水準のより低い諸国へ移転する動きも含まれー

国際化をも促進した。

合理化を促進するなかでも，日本の製造業は

大規模な労働者解雇を避けてきた。 1980年代に

製造業雇用が増加しているが，これは先進国で

は珍しいケースである。もちろん雇用成長は緩

慢であったし，繊維や一次金属など雇用が減少

した部門も多い。しかし製造業全体としての雇

用拡大は，日本の完全雇用の実質的な維持に大

きく寄与した。製造業での大量失業が避けられ

た要因には，全般的な経済成長の落ち込みが避

けられたことが第1にあげられる。とくにサー

ビス部門の相対成長率が高かった。製造業内部

でも，長期雇用慣行を基盤とする全般的に調和

的な労資関係が存在しており，雇用者側による

労働者，とくに常勤労働者の解雇は可能な限り

避けることが多い。労働者恨IJでも，仕事の種類

や場所に関して弾力的に対応する傾向がある。

こうした慣行ゆえに，生産性改善にさいしても

労働者の企業内配置転換が比較的容易で、あり，

なかには新しい活動分野に移動する例も多か

った η ただし 1990年代の不況では，成長率自

体が鈍化したため労働力保持が難しくなってい

るハ

企業が製品や業務の多様化をはかるのは，リ

スク回避や企業成長をねらったものと考えてよ

し人そのため企業資源の一部または全部をより

r3 



付加価値の！：五L、分野に，場合によっては全く新

しし＇ （非伝統的な）分野に移動し，結果として製

品ミックスも変わることとなる《 （要企業の販

売頼全体に市める新分野の割合は着実に増大し

ている。また研究開発支出でみても． 2つ以上

の業務分野（本来の分野と新分野）で実施する企

業が増加している Iii・.2 Iリ

日本の製造業部門が国際化に着手したのは

1960年代末であったc 吋初の動機は， 2つであ

ったといわれている内現地生産により貿易障壁

をのりこえることが第1で，もう lつは低コス

ト生産国に生産立地を移して価格競争力を改善

することである。どちらのケースでも司東・東

南アジア諸国が主要投資先であったわ

1970年代にこうした様相はゆっくり変化したわ

アメリカへの投資が急増し．またヨーロッパ向

け投資も大きく拡大した。アジア向け投資ω成

長率は平均を下阿ったので，その相対ウェイト

は低下した。投資内符は，東・東南アジア諸国

が輸出促進を本格化するのに対応して，「輸出

プラ、ソトフォーム」型に大きく傾Lミたc この形

態の投資を電視して，「日本型直接投資」とい

う主張も行なわれた（ii:l）。年平均投資頼（非製

造業投資も合む）は 1970年代末まて、ゆつくりと

増加して50憶ド

！意ド

1985年以降の円高は’直接投資を一気に加速

した。輸出の交易条件が大きく悪化したことが

引き金となり，年間直接投資顧が急増したωで

ある。 1985～89.t干の時期には，毎年の増加簡が

ほぼ100憶にιという事態が牛，じている F そU）後

投資額は500億～600億ヘレに達した（ii'4 I，アメリ

カ向けがその半分以上を市めたが，そのなかに

は多額の不動産投資が含まれた。製造業では司

14 

自動車や電気・電子産業を中心に，輸入規制を

のりこえるためや消費市場内での生産をねらっ

たものがめだった。ヨーロッパ向け投資のシェ

アも．単一ヨーロッパ市場の成立を見込んで増

大した「｝

東・東南アジア向け投資はシェアでこそ低下

したが，絶対額では大きく伸びて投資ブームを

起こしている。円高開始直後には，台湾，韓国

向け投資が急増したが，投資の焦点はすぐに東

南アジアに移り，まずタイ，続いてマレーシア

向けがめだった。投資ブームはまもなく中固な

どにも波及した。アジア向け直接投資では，製

造業の比率が高いという特質はこの時期にも維

持され，この地域に輸出ベースを設立するとい

う日本企業の戦略をiJ：しているr 日本向け輸出

の比率が増大したのもこの時期の特徴であるの

バブル崩壊後にけ本のl白A接投資額は急落したが，

アジア向けは微減にとどまり，中国向け投資は

むしろ拡大速度を速めている。製造業中心の特

徴もさらに強くなった。

日本国内の産業調整とアジア地域の経済発展

の双方で重要なこととして， 1980年代後半に急

増した「直接投資の新形態」 Iii'5 Iをあげられる。

外国企業との業務・技術提携や生産協力は，株

式保有こそともなわないが，直接投資と同様の

効果を持っ こうした提携関係の多くは，日本

に製M1を輸入する「アウトソーシング」活動か

らメ七じているようである。

政策の一貫性の観点からは，日本の直接投資

が同内の産業調整と強く結びついていることが

軍要であろう。企業戦略のなかで国際ビジネス

展開がより重要視されつつあるということもで

きる。それ自体は特異なことではなし多国籍

企業の多くは同様の道をたどってきた。日本企



業が1970,80年代に構造転換を積極化したのも司

企業の拡大過程で典型的にみられる動きの 1タ

イプであったのかもしれない内もしそうであれ

ば，直接投資拡大のベースは先行き減速する可

能性がある。政府の政策は， l直媛投資を機軸と

した産業調整についてはあまり積傾的ではなか

った。しかし，容易に産業保護を与えないとい

うスタンスがアナウンスメント効果を持ち，調

整過程を速めた I可能性はある。

直接投資は日本とアジア諸国の密接な経済関

係の璽要な要肉になっているコしかし直接投資

の役割は，経済関係の深化を先導するのではな

し現実の趨勢に追随してそれを強化すること

のようであるο 資源投資の一部などを除けば司

直接投資のみで新しく経済関係の枠組みが形成

されることはなしし製造業直接投資は，東・東

南アジア諸国に集中し，他の発展途上国にはあ

まり出ていないο すなわち司開発を始動すると

いう開発促進の垂要な側面では，その役割lは限

定されている。

アジア向け直接投資は，より広範な国際貿易

環境を大きく変化させるものでもなさそうであ

る。日本向け輸出が近年大幅に増加したことは

事実だが，日本企業の子会社の輸出先はL当まだ

に圧倒的にアメリカとヨーロッパである。それ

ゆえー牛A産にともなって貿易紛争もこうした

「輸出ベースーlに移転されるケースが生じてい

る。こうした直接投資が開発促進に結びつくに

は国際貿易環境が平静であることが必要とされ

るが，それを達成するためには他の政策措置が

必要なのである（

（注1) 国際協調のための経済構造調整研究会「国際

協調のための経済構造調整研究会報告（前川報会）」1986

年。

発展途u司に対する総ft経済政策のI可能性

(it 2 l 公正取引委員会による17廃業の最大10企業の

調査による（公正取引委員会「リストラクチャリングの

実態について」 1989年上

(i主 ：~） Kiyoshi Kojima‘Direct Foreign I刑制t-

men! A jα仰，1eseModel of Mult削1tio加 1Business 

οperations (London Croom Helm, 1978). 
(1主4) fl本の直接投資がI的0年代に減少したのは．

主として循環的な要因によるように思われる C ハブル崩

壊によって企業の財務ポジションが悪化したことが最大

の珂由であろう。 1992年度のFl本企業の直媛投資は341

億～にとどまり，ピーク年の89年から半減したが，同時

にアジア戸lけ投資額は， 91年度の59億九から64億～に明

加lしたk ただしこれは届t引の数字てーある。国際収支統計

！の数字は， 1989年に440億ドル， 90年がピークで480億九

であり，その後減少して93年には137億九になった（大

蔵符国際金融局年報編集委員会「大蔵省国際金融局年報』

平成6年度版金融財政事情研究会）。

（注5) 中北徹「fl本企業の多国籍展開一一東アシア

地域における動向と特質一一」（トラン・ヴァン・卜『う

糊『アジア太平洋の貿易と要素移動に関する一考察」 Fl

本経済研究センター 1989年）。

田政府開発援助

発展途上国一般特恵関税（GSP）を別にすると，

政府開発援助（ODA）は開発促進を直接の目的と

する唯一の主要政策措置である。したがって

ODAは，開発促進に関する政策の総合性の議

論でも中心の位置を市めることになる。ところ

がODAをとりまく状況が複雑に過ぎて，それ

自体の首尾一貫性が疑わしいケースが少なくな

いの 1世界中の援助政策には，発展途上国の貧困

の軽減を助けるという本来の目的と，供与国内

で議会や納税者に責任を負うという三重の役割

を果たさなければならないというジレンマの状

出が存在する。発展途上国の繁栄あるいは貧閑

の軽減は世界の安定化に寄与するので， ODA 

の利他主義の要素と自国益の要素は長期的には

工ラ



矛盾しないという議論もある。しかし長期では

矛！青しないというだけでは， 2つの要素を現有

どのように両立させるかとの緊急かつ日体的な

課題に十分には持えられない。

国際的には OECDの開発援助委員会（DAC)

が，こうした件に関する調整機関となっている。

OECD加盟凶は外交政策に関して慕本的には価

値を共有している。もちろん民主~義や人権に

関して，加盟国の見解がはっきりと異なること

も多い。冷戦が終了し，加盟国間で外交政策H

標を統－する要肉がなくなったことによって，

将来こうした違いがより多く表面化する可能性

は否定できない。

経済面では DACはODAの内谷に関する十ー

般原則を積み l：げてきたc ODAについて DAC

が決めた最低条件は，実質資源移転を確保し，

開発を促進する効果を持ったと考えられる。ま

たDACでは，個別供与国の媛助審査を行なっ

て，加盟国聞の情報交換のフォーラムとなり司

相庄の援助努力を調整する道をも聞いているc

とはLhえODAの決定と実施は，少なくとも

主要部分であるご国間援助については‘個別供

与国に委ねられている。したがって司受入れ国

の選択や援助方式の決定とならんで，その前提

となる援助や開発過科そのものについての哲学

やアプローチも供与国の手中にある。受人れ同

の選択には供与国の外交政策が直接反映きれる

い援助全体に市める贈与と借款，プロジェク

卜援助とプログラム援助，優先部門などの決定

は，援助をとりまく経済社会環境ならびに開発

析学を反映しているc

開発について供与国問に異なったアブローチ

が並存していることは，開発過程にとって必ず

しも悪いことではなl,'o開発のさまざまなニー
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ズに対応して一定の分業が成立しうるし，また

受入れ国が好条件を物色することも可能になるの

個別供与問の開発許学は歴史的経験に深く根ざ

しているため， ODAのアプローチが異なるこ

とはある再度不可避でもある。日本の場合， i頁

持・間接の政府介入を用いて生産設備の増強を

はかる「中身」アプローチが強いが， ttそ界の

「標準」からはかなり違っているようである。

この点は後でふれる。

ODAに関して重要なことは．開発支援政策

としての不完全性である。または政策の総合性

がないことである。政府資源移転は開発支援政

策の重要な一部ではあるが，全体ではない。す

でに論じたとおり．貿易や投資もきわめて重要

な役割を果たしている。現実に援助の相対的重

要性は低ドしつつある。個別供与国内部で，対

外政策調整の必要性が上昇している。

しかし，供与国側の提助符庁には，狭義の

ODAをこえる権限が与えられていないことが

通常である。貿易，産業調整など，開発に影響

するより広範な政策分野は権限外である。この

点では，援助専門の’円庁（アメリカの USAID,

ドイツの B¥12など）があるかないかの違いはあ

まりなl,>o 日本の「4省庁体制」はとくにおか

しな制度というわけではない。

日本の援助には，他の主要供与国とは違った

特徴がいくつかある。その一部は日本に特有の

財政的，政治的枠組みに，また社会経済思想に

根ざすもので，したがって援助政策の決定と実

施に大きく影響する。第1の特徴として，日本

のODAに市める贈与比率が低く， DAC加盟国

で最低であることがあげられるつしたがってグ

ラントエレメントも低し 1990年には下から 2

怜であった。 ODA条件の改善が繰り返し課題



とされ，現実に大幅にソフトになってきてはい

るが，この点での日本の相対的地位は依然とし

て世界最低水準にある。このことには単純な国

内的理由がある。日本の ODAのほぼ半分を占

める借款の資金源は，経常予算ではなく，主と

して郵便貯金を原資とする財政投融資であって。

利子支払いをともなっているのである。しかし

借款が多いことが必ずしも開発に不利であると

いうわけではなL¥o 返済が必要な資金を使用す

る際には，プロジェクトの経済計算をより厳常

にする必要があるし，またl官接生産活動に結び

っく公算が大きい。とはいえ初等教育やコミュ

ニティー開発など，私的収益が高いとは考えに

くいが社会的に重要な分野では借款は不適切で

あろう。日本の援助ではー贈与と技術協力とが

全体の30；；；をr1iめ，こうした分野を受け持つて

はいるc しかしーもし日本がより所得の低い諸

国でも役割を増大しようとすれば，贈与比率を

上げる必要が牛ーじ，ひいては国内援助制度の変

革が要請されることにつながろう ο

第2に．日本の援助にははっきりしたプロジ

ェクト指向があり，とくに経済インフラが電

視される（ 一方で，政策支援借款（policy-based

lending PBL），あるいはプログラム媛助も，発

展途上国の債務累積に対応して1980年代初めか

ら拡大し， 80年代末には新規約束額の4分の l

を占めるようになってはいる。しかし柳原は，

PELの概念そのものが日本の援助t旬、究者にとっ

ては依然として縁遠いものであると指摘してい

る（け l）。そのためもあってか，多国間開発銀行

が主導する PEL事業では，日本は静かで、受動

的なパートナーに甘んじることが多かったとい

われる。確かに，日本には PELに対応する公

式な用請がなし大部分は「商品借款」に分額

発展途l同に付する総0経済政策OJu1能tt

されるが，これは伝統的には緊急国際収支支援

プログラムを指す用語であった。また一部には

「構造調整融資」の用語があてられているc

日本の援助担当者がPELにいだく不安感は，

開発観そのものに根ざしている。日本では経済

開発といったときに第一義的には実物セクター

を考えることが普通で，金融マネージメントは司

ての次. ＇て三の次とされることが多し •o また政府

の役割が重要視される。所界銀行の「枠組み」

アプローチと比べて，道路や発電所などの目に

見える資産が開発に必要な構成要素て、あること

を重視する「中身」アプローチが日本では支配

的な背学であった。すなわち日本的な考えでは句

少なくとも開発の初期段階では，工場を建てる

ことのほうが市場機能の改善よりも重要なので

ある。

第3には，アジア，とくに東・東南アシアへ

の集中が日本の ODAの特徴である。これには

歴史的，地理的理由が大きい。外交政策による

部分もあり，アメリカがラテンアメリカに，ヨ

ーロッパがアフリカに中心的な役割を受け持ち，

日本はアジアに主要関心をむけるとの暗黙の了

解もありそうである。 1992年に発表された ODA

大綱でも「…・・・引き続きアジア地域に重点を置

くI として，この点を再確認している。大綱は

ほぼ10年の期間を目途としていると一般に珂解

されている。

日本の二国間 ODAは，初期段階ではほとん

とすべてが東・東南アジアと南アジアに向けら

れた。その後， ー方て1也の地域への援助が増え，

またアジア NIEsが援助受人れ国を卒業したが，

1993年実績で東アジア（外務省定義）のシェア

は依然55~＇.ユに及んでいた。 1987～91年でみると．

日本の ODA受入れ最大10カ同のうち 8カ国が
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アジア諸国である。

アジア集中は，日本にとってはおそらくきわ

めて都合のよい事態であった。アジア諸国のガ

パナンスは令般的に良好で，日本の実施するプ

ロジェクトの成功率の高さにつながった。外務

省によれば、日本の援助プロジェクトの成功率は

90ぶといわれる。アメリカの場合には3分の2

というので，その差は大きい。またアジア諸国

では，日本の「中身」アプローチへの反応も相

対的に良好なようである。

東・東南アジアは日本との経済的関係もきわ

めて密接である。相互依存性は， ODA大綱で

あげられた日本の援助4原則の 1つであるが，

アジア諸国にもっともよく当てはまる。経済相

7f_依存性という点で、は，アジア諸国向けの ODA,

直接投資，貿易の問に相互作用がありそうで，

この関係に一定の政策の総合性をみることもで

きる。

同じことから，日本の ODAには商業指向が

強いとの批判もでている。ここでいう商業指向

は，より狭く援助の紐付化を論じた古いタイプ

の商業指向批判とは異なる。ただし最近でも古

い議論と混同されている場合も多いc 現在では

日本の援助の紐付化率は OECD諸国中最低で

あり，｛背款についてはほぼゼロとなっている。

国際入札の結果日本企業に落札される案件をと

っても30ぶ程度にすぎないっ贈与に関しては，

紐付化率はまだ高いが，これは日本に限られた

ことではないし，またこの面でも紐付を減らす

措置が徐々にとられている。

新しい批判は，日本の ODAが必要な設備や

インフラを供給して日本企業の海外進出の条件

を整えー第一義的には日本企業の利益に奉仕す

るとの中心テーマをめぐるものであるつこのテ
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一マは実は新しいものではなく， 1960年代末に

はすでに『南進する日本資本主義』（注引との議

論が現れている。こうした批判に答えるには，

発展途上国自体の中で，日本をも含む外国投資

に対しては，効率的な開発主体であるとして，

大歓迎はしないまでも受奔する傾向が強まって

いる事実を指摘すれば足りよう。現実にも，日

本の投資があまり来ないことが日本への不満に

なっている事例が多い。

やや違った議論では，アジア諸国の対日貿易

赤字が日本の ODAの重要な理由であるとされ

ている。東・東南アジア諸国は，インドネシア

を除き，大きな対日貿易赤字をかかえ，貿易摩

擦も生じている。比率でみた相対的な輸出入格

差は縮小しているが，問題自体の解決が急速に

実現するとは期待できない。こうした状況下で，

ODAは貿易上のロスを補損するものであると

議論されているのである。ここからは日本がア

ジア諸国との経済的相互依存性の囚人であると

の悶式が浮かび上がってくる。

より重要なことは，日本がアジア諸国に対す

る「政策の総合’性」をどこまで維持できるかで

あろう。アジア NIEsは実質的に援助受入れ固

から卒業しているし， ASEAN諸国も急速にそ

の方向に進んでいる。その結果，これら諸国の

成長過程における援助の重要性は相対的に低下

しよう。他方日本は，東・東南アジア以外の地

域に ODAをより多く配分せざるをえない事態

が牛ーじそうである。どちらからみても，アジア

集中は薄まらざるをえない。そしてアジアNIEs

に続き ASEAN諸国についても，貿易の補償措

置としての援助の役割は，消滅しないまでもか

なり縮小されよう。そして日本は紛争に対処す

るためにより広範な措置を用いる方向に進まざ



るをえない。

( ii: 1 ) 柳原透「政策支援借款とil本ω政策」（LLJ1事・

、H:H編『II本・アメリカ・ヨーロッパの開発協力政策』）。

（注2) 長洲 A」『南進する日本資本下義』毎日新聞

社 1971年サ

N 対外総合経済政策

一暫定的結論

政策の総合性と開発支援の観点からは，円本

の政策ノtッケージは現段階で2つの重要課題に

対処しなければならない。第lは，国際経済の

緊張緩和をはかるため，二国問措置ではない方

法によって貿易黒字を大幅に削減する必要があ

ることである。第2は，東・東南アジア諸国と

の問で築かれたような比較的調和的で総合性の

ある経済関係を，これらアジア諸国との経済的

一体感を損なうことなく他の発展途上地域にも

拡大しなければならないということであるの

貿易黒字は，日本経済自体にとっても問題を

含んでいる。たとえば1980年代末のバブル経済

を煽った Iつの要因として巨額の貿易黒字をあ

げられるだろう。前川報告の提言にあったよう

に，貿易黒字を原資として社会的アメニティを

拡充すれば，厚生水準は全体として上昇する。

事実1985年以降の円高の中で，政府は公共支出

を主な用具として国内需要拡大をはかつてはい

るが，財政状況が硬直的で十分な規模の支出を

実施することができなかったc 桐人消費払バ

ブルによる資産拡大効果などによって上昇した

がー水続的なものではなかった。バブル崩壊に

続いて消費は減退し，輸入もその後を追った。

ブーム期には投資拡大も急速で、あったが，不況

になるとまたもや「超過」生産設備による輸出

ドライブに転じている。貿易黒字縮小の観点か

7/'i展途 1・凶に対する総；－，経済政策のI可能性

らは，問題はほとんど変化していなし＞o

輸出を制限するよりは，輸入拡大のほうが望

ましLL ウルグアイラウンド合意は輸入拡大に

寄与するはずである。しかしすでに述べたとお

り，狭義の貿易（国境）措置だけで日本の輸入

が大幅に拡大するとは考えにくい。総需要誘導

というマクロ経済政策だけでも効果は疑わしい。

貯蓄率が投資率を大幅に上同っている以上，貿

易，マクロ経済政策だけでなく，両者のギャッ

プを縮めるような構造政策も必要であろう。

構造政策は多様な経済活動分野をカバーしょ

うが，事例的に考えられる方向をあげておこう。

第lに，税制優遇措置の重点を企業投資から個

人消費に移すことがあげられる。企業に認めら

れた準備金や控除の一部を撤廃する一方，個人

住宅融資の利子や教育支出の所得控除を認める

ような方向である。もう一歩進めて，社宅や寮

をプリンジ・ベネフィ、ソトに認定して課税対象

とすることも，現物賃金を貨幣賃金に転換し，

宥年労働者層を中心に名目賃金をあげる効果が

あろう c 企業への代償措置が必要ならば，法人

税減税が正道であろう。

第2の分野は，競争政策の強化であろう。と

くに一部のサービス産業ではこれが重要である。

すでにみたように，流通業の一部の取引慣行は

競争制限的であり，より自由な市場参入をはか

ることが望ましい。外国企業が小売業や建設な

どの分野に参入しやすくするなど，サービス貿

易での一方的自由化は検討に値する。この点で

公共事業の開放は意味が大きL当。

第3に，競争政策には規制緩和をともなわな

ければならない。貿易に関連した分野ではすで

に数多くの規制緩和が実施されているが，これ

をもっと広範な領域に及ぼす必要がある。地域
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医分（線引き）などの都市の土地利用規制が好

例で，これらを緩和する一方，必要ならば固定

資産税を高くするなどの方策を用いて，より集

約的な土地利用をはかれよう。（伺人住宅を優遇

する必要はあろうが，そのための固定資産税減免

措置は両刃の剣になっているようであるわ相続税

から住宅資産を控除するなど，他の方式に変える

ことを考えてもよい）。

これらの措置は，網羅的にあげたものではな

し全体としての方向を示そうとしたにすぎな

し＇。しかしながら輸入拡大の方策として，こう

した措置をあげること自体，国内政策と対外政

策の境界線が希薄になってきたことを表してい

る。構造政策は，政策決定にも，また実施後効

果をあげるにも時間を要する。しかしひとたび

実施されれば，長期の趨勢は明白であり，貿易

紛争を大きく緩和しよう。しかもその貿易への

効果は多角的であって，ウルグアイラウンドの

合意とあわせて，日本経済の順調な発展の前提

である多角的貿易制度の維持に寄与する。最大

の受益者は日本自体であるが，貿易パートナー

への利益も大きし第2の課題であるアジア発

展途上国との経済関係へのアプローチの璽要な

一部を形成するものでもある。

日本と東・東南アジア諸国との問に存在する

比較的調和的な関係には，解決を要する課題が

2つある。 1つは，日本のこれら諸国に対する

貿易黒字の問題である。この黒字は，生産過程

の中に組み込まれているという意味で永続的で

あり，ゆっくりとしか変化しない。もう 1つは，

これら諸国の工業品輸出の主要仕向先がアメリ

カとヨーロヅパであって，貿易紛争が頻発して

いることである。すでに論じたように，日本の

直接投資と ODAとは，こうした図式の一部と

20 

なっている。

これら諸国は，主要な輸出先で保護主義と地

域主義とが強くなるのに危慎の念を抱いている。

とくにウルグアイラウンド交渉が進展しなかっ

た時期には，輸出先導型成長そのものにも影響

を免れないとした悲観的見解が強まっていた。

東・東南アジア諸国は，自発的関税引き下げを

実施する一方，ウルグアイラウンド交渉でも関

税譲許を提案して，世界の自由貿易体制を維持

するために一定の責任を果たし始めていた。し

かしラウンド交渉の停滞とし寸状況が生じると，

これら諸国はみずから地域主義に傾斜する動き

をみせた。東アジア経済圏 CEAEG，後に EAEC)

構想、は， 1990年12月に提案され，日本，アジア

NIEs, ASEAN諸国と中国の地域的貿易およ

び経済的な連帯を強化しようというものであっ

た。

日本（およびアジア NIEs）にとってはこうし

た提案は大きな問題点を含んでいた。すでに日

本の MFN関税はきわめて低く，農業とサービ

ス部門に多少の余地はあるものの， GATT義

務に違反しないで新たに地域特恵マージンを作

り出すことはきわめて困難であった。しかしア

ジア諸国の主な関心は製造業部門であり，日本

の行動しうる余地がもっとも限られた分野であ

った。この方針はまったくありえないというわ

けではないが，世界大での自由貿易体制の維持

が不可能になるといったような事態の最後の手

t~であろう。ウルグアイラウンドカfとにかくも

まとまったため，深刻な対立は当面避けられ，

日本の MFN路線は再確認された。しかし基本

的な問題点がすべて解決されたわけではなし

地域主義の提案が繰り返される可能性はいまで

も存在している。



日本がAPECなどの国際フォーラムで提唱

している「聞かれた地域主義（現在では協調的自

発的アプローチ）」は，日本の二律背反状況の反

映といえる。日本はアジア地域の高度成長を経

済的好機ととらえ，関係強化を望んでいる。し

かしその目的に使用できる貿易政策用具はほと

んどなし多国間貿易交渉がやがては全体の利

益につながることに期待するだけである。した

がって GSPとODAとの供与を続けて時間を

稼ぐしかない。

地域と世界の三重の目的を追求してし＇く過程

で，日本の多国間アプローチへのコミットメン

トによって，開発協力政策の対象範囲を拡大し

なけれはならないといった状況がでできそうで

ある。そうなればアジアの地位は相対的に低下

しよう。もっとも早く変わりそうなのがGSP

であり，アジア NIEsとASEAN諸国の一部に

対しては，特恵制度を単純化してより貧困な諸

発展途上国に対する総合経済政策の可能性

国が利用しやすくするために「卒業」制度を導

入する必要がでてきそうである。その場合，国

内構造政策や消費拡大により輸入増をはかるな

どの「補償」が必要となろう。 ODAについても，

中長期的には南アジアやアフリカの，より貧岡

な諸国に重点を移してしぺ事態が十分ありうる。

そしてアジア NIEsおよびASEAN諸国は，援

助のビジネス・パートナーおよび新援助供与国

としてその過程に参加することが望まれる。端

的にいって，現存する東・東南アジア諸国との

政策の総合性は，世界との総合性に転化されな

ければならない。

この移行過程の重要な一部として，日本の開

発哲学をより明確化する必要があろう。「中身」

アプローチは，開発の初期段階にある諸国でよ

り有効と考えられる。しかしそれを順調に機能

させるには，多様な発展段階と社会的背景に対

応した「中身」が識別されなければならない。

（アジア経済研究所経済協力調査窒）
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